
災害の都市社会学

学史的整理と課題

室井研

要旨

災害の研究というと防災を規範とした政策科学のイメージが支配的である。しかし災害は、普段

は意識されにくい現代都市の物理的存立条件やその脆さを顕在化させ、平時を前提に構築された都

市社会学の認識枠組に見直しを迫る契機を宿している点で、都市社会の基礎的研究にとっても示唆

に富んだ研究対象である。以上のような考えに立ち、本稿では都市と災害の関係をテーマとした先

行研究をレビューし、その到達点と課題について検討する。

はじめに

災害1)は社会学ではあまり人気のない研究

テーマである。試みに、社会学文献情報データ

ベース (2006年 1月10日現在）で検索を行って

みると、これまでに公刊された社会学文献の中

で「災害」をキーワードとしているものは299件、

「防災」は62件であった。「災害」の中には労災

や交通事故といった人為的災害も含まれてお

り、これを除いて自然災害だけをカウントする

とおよそ250件ほどである。これは、「災害」と

関連が深そうな他の一連のテーマ群、例えば、

「地域」の13152件、「都市」の7037件、「環境」の

2052件などと比較して格段に少ない。

社会学において災害が不人気な理由は、社会

学は日常的な社会的諸事象を研究対象とするの

に対し、災害は突発的な自然現象であり、アク

シデントにすぎないという通念が浸透している

からであろう。また、災害の研究というと、そ

のような自然諸力の技術的、工学的制御が目指

されるイメージがあるようにも思う。以上のよ

うな点で、災害という研究素材は社会学の既存

の研究枠組には馴染みにくく、そのことが社会

学者の災害研究への関与を躊躇させる要因と

なってきたのではないだろうか。

しかし日本は世界でも有数の災害頻発国で

ある。社会学の理論的な研究枠組が確立された

高度経済成長期には、たまたま大都市圏で大規

模災害が起こらなかっただけだ、という見方も

できる（田中2001、大矢根 2005)。だとするな

ら、災害というテーマの「非」社会性に問題が

あるのではなく、災害を適切に内部化できてい

ない社会学の既存の理論枠組の方にむしろ問題

があるのではないか。近年そのような反省が、

特に都市社会学を専門とする研究者の間で起き

つつある 2)。社会学の中にも災害社会学という

特殊研究領域があるが、そのような連字符社会

学の枠を超えて、災害研究と都市社会研究の有

機的連関を探ろうとする動きである。筆者もそ

のような問題意識を共有するものであり、表題

を「災害社会学」ではなく、「災害の都市社会学」

としたのもそれゆえである。

以下では、都市社会学との接合性を重視した

観点から、これまでに蓄積されてきた災害社会

学的研究の代表的成果を振り返り、その意義と

課題について検討する。
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1 . 研究史の見取り図

最初に、長田 (1999)、田中 (2001)に範をと

り、災害の社会学的研究の全体的な見取り図を

提示しておく。

長田は、これまでの災害社会学的研究は、災

害過程の客観的把握を目指す社会変動論的研究

と、災害に対する社会の脆弱性の解明やその克

服を目指す政策科学的研究とに大別できると

し、前者を「災害社会学」、後者を「防災社会学」

と呼ぶ。「災害社会学」は理論化の志向を、「防

災社会学」は実践的志向を重視している点で区

別されるが、いずれも災害を研究対象にしてい

る点では共通している。

しかし災害の社会学的研究は、そのような狭

義の災害社会学的研究の枠におさまらない射程

の広さを有している。災害という非日常的事態

は、平時には見落とされたりi替在していた社会

の矛盾や間題点を鋭く顕在化させ、さらには既

存の社会学理論の枠組に見直しを迫る契機を宿

している。つまり、災害そのものを研究対象と

するというよりも、災害というフィルターを通

して平時の社会の仕組みを批判的に捉え返すと

いう志向性をもった研究も少なからず存在す

る。長田はそのような研究スタンスを、「災害

を研究対象とする社会学」と区別して、「災害

を研究素材とする社会学」と呼ぶ。「災害を研

究素材とする社会学」も理論的研究と実践的研

究に内容区分することが可能であり、災害の局

面に注目した観点から既存の連字符社会学の理

論枠組を捉え直そうとする志向をもった研究

（「個別社会学研究」）が前者、まちづくりや社

会計画への実践的関与を志向する研究（「実践

的社会学」）が後者に分類される（表 1)。

それに対し、田中は以下のような2つの軸で

これまでの災害研究を分類している（表2)。

1つは「防災研究」と「狭義の災害研究」の軸

である。「防災研究」は防災対策に資すること

を目的とした工学的、応用的研究のことを指

し、「狭義の災害研究」は災害というフィルター

を通して人間行動や社会の仕組みを捉え返そう

とする研究である。長田の図式でいう「防災社

会学」と「個別社会学研究」の区分に対応してい

るといえるだろう。

もう 1つは、「前衛の災害研究」と「後衛の災

害研究」という区分である。「前衛の災害研究」

とは主に被災の場面に対象を限定し、被害の実

態、緊急時の社会的対応、応急的な災害復旧過

程の把握を目的とした研究のことである。「後

衛の災害研究」とは、「災害を、被災の場面に

限定させず、発災を中心とした短期に限定せ

ず、さらに、災害を人々の日常生活の全体性の

中で研究する」（田中 2001:144)研究のことで

ある。研究の時間的スパンの長短や災害対応以

外の生活諸場面を研究対象に含めるか否かに関

連した区分軸といえる。そして田中は、災害研

究における社会学の裾野を広げる上で、「後衛

の狭義の災害研究」の戦略的な重要性を主張す

る。

表 1 長田の分析図式

災害を研究対象とする社会学

災害を研究素材とする社会学

防災研究

狭義の災害研究

理論化志向

災害社会学

個別社会学研究

（地域、階層、家族、民族、

社会変動ほか）

表2 田中の分析図式

前衛の災害研究

前衛の防災研究

実践的志向

防災社会学

実践的社会学

（まちづくり、社会運動、

社会計画ほか）

長田 (1999:325) 

後衛の災害研究

後衛の防災研究

前衛の狭義の災害研究 I後衛の狭義の災害研究

田中 (2001:144) 
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表3 本稿の分析図式

研究の対象

災害過程 都市社会

研究スタンス 基礎的研究 社会変動論
社会的脆弱性の

研究

実践的研究 防災研究
復興・防災の

まちづくり論

長田、田中の分類図式は先行研究を整理する

上でいずれも示唆的であり、災害の研究を広く

社会学的研究一般に関連づけていこうとする志

向性についても筆者は大いに共感する。しか

し、以下の点で疑問が残る。まず、長田は「災

害を研究対象とする社会学」の理論的焦点とし

て社会変動論を想定しているようであるが、災

害に対する社会の脆弱性に関する研究も、「防

災社会学」の枠組にとどまらない、理論的含蓄

を有しているのではないか、ということであ

る。田中の図式についていえば、「防災研究」

と「前衛の災害研究」の区別、「狭義の災害研究」

と「後衛の災害研究」の区別がわかりにくい。

両者は内容的にかなり重なるように思われる。

また、「狭義の災害研究」というネーミングは、

それが意味するところとややミスマッチな印象

を受ける。

そこで、以下のような分類図式を提案してみ

たい（表3)。表の縦軸は研究のスタンスが基

礎的か実践的かという区分である。表の横軸は

研究対象として主眼に置かれているのが、災害

過程なのか都市社会の分析なのかという区分

である。 2軸を交差させると 4つのセルができ

る。

左上のセルは災害過程に関する社会変動論的

研究であり、これは長田がいう「災害社会学」

と同義である。右上のセルは、災害に対する社

会の脆弱性をテーマとした研究であり、「脆弱

性」を切り口として現代都市の基本構造やその

理論的な認識枠組の見直しを志向する都市社会

学的研究である。これは「災害を研究素材とす

る社会学」（長田）や「狭義の災害研究」（田中）

と同義である。左下のセルは災害後の短期的局

面に注目した観点から防災に関する政策提言

を志向する研究であり、長田がいう「防災社会

学」、田中がいう「防災研究」「前衛の災害研究」

と同義である。右下のセルは復興・防災のまち

づくりをテーマとした研究である。これは社会

変動論的研究や社会的脆弱性研究と重なる部分

が少なくないが、「まちづくり」という災害過

程に限定されない包括的視野や実践的営為が重

視される点で、便宜的に区別しておきたい。長

田がいう「実践的社会学」とほぼ同義である。

以上のように、この見取り図は長田、田中の

図式を内容的に改変したものというよりは、そ

こに含まれていた諸要素の布置を組み替えたも

のであり、かつそこにおいて社会的脆弱性の研

究により大きな理論的位置づけを付与したもの

である。また、社会的脆弱性の研究と復興・防

災のまちづくり論を、災害社会学と都市社会学

の戦略的な結節点として位置づけている点が特

徴である。

4つの研究領域のうち「防災研究」は個別事

例的な拘束性が強いためこれを除き、以下で

は、残りの3つの領域に関する主要な先行研究

をレビューし、その成果と課題について検討を

加えてみることにしたい。

2. 社会変動論

山本の指摘に従うなら、 1920年代にはじまっ

たアメリカの社会学的災害研究は、当初は主に

個人を分析単位とし分析の時間的視野も発災直

後に集中していたが、やがて分析の単位は組織

やコミュニティのレベルに拡大されるようにな

り、研究の時間的視野も発災前を含めた長期に

拡大されるようになった。 1960年代から70年代
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にはこのような研究動向の総括が行われ、 70年

代後半に災害社会学は社会学における 1研究領

域としての地歩を固めたとされる（山本 1981)。

この確立期の災害社会学の中心的な理論的テー

マとされたのが、災害によって惹起される社会

変動の把握であった。

ところで、災害過程を論ずる際には、その前

提として「災害とは何か」が明確にされておく

必要がある。この点に関し、災害社会学では災

害を「社会的現象」として捉える視点が定着し

ている。つまり、災害の社会学的研究では災害

の物理学的、気象学的メカニズムよりも、災害

によって惹起された人間社会の混乱や変動が主

要な関心事とされる。物理的災害因と人間社会

の相互作用を、主に社会の側に焦点を当てなが

ら解明することが目指されるわけである。しか

しそのような災害認識を共有した上で、では災

害との関連で人間社会のどのような側面に注目

するかという点では、研究者によって見解の

相違が見られる。ここではそれを、災害の社会

的展開と収束のメカニズムの解明を目指す研究

と、災害に対する社会システムの脆弱性を問題

とする研究とに大別しておくことにしたい。前

者がここでいう社会変動論的アプローチであ

り、後者が次節で取り扱う社会的脆弱性アプ

ローチである。

クアランテリによれば、これまで災害社会学

における社会変動論では組織かコミュニティの

レベルでの変動が主題とされることが専らで

あった (Quarantelli1978)。前者では災害後の短

期的な変動が、後者では比較的長期にわたる変

動が取り上げられる場合が多い。ここではコ

ミュニティを対象とした社会変動論について、

バートンとウェグナーの古典的業績を題材に検

討を加えてみたい。

バートンの『災害の行動科学』 (Barton1969 

= 1974)は、それまでに蓄積されてきたモノグ

ラフィックな災害調査研究の諸知見を社会変動

論の理論枠組で再構成、集大成し、そのような

， 形で災害研究の組織化と科学的精度の向上を目

指したものである。具体的には、前災害期から

発災直後の緊急期、そして復旧・復興期へとい

たる各局面において、個人、集団、組織といっ

た諸主体が災害に対してどのように対応するか

が、先行研究のレビューを通して検討され、経

験的検証が可能な71にもおよぶ作業仮説にまと

められている。仮説を構成する際には一般的な

社会学理論との接合が追及され、「役割葛藤」

「相対的剥奪」といった社会学的諸概念が積極

的に援用されている。これらの仮説群は、経験

的研究のための包括的な分析枠組をなすと同時

に、全体として、災害の発生から応急的対応を

経て収束へといたる災害過程の一般的なパタン

を提示しているといえる。

ウェグナーの「災害に対するコミュニティの

対応」 (Wegner1978)は、災害過程のそのよう

な一般化をより押し進めたものである。概括す

るなら、都市化が進んだコミュニティでは住民

の価値観や利害が多様化し、平時の地域的な社

会的凝集性は概して低い。自治体は自律的な統

治能力を低下させ、国家の中央集権的な行財政

システムヘの外部依存を強める。災害の発生は

そのような状況を一変させる。被災者救済をは

じめ、コミュニティ内部で自主的対応を求めら

れるニーズが急増する。住民の間でも災害復旧

に向けて一元的な社会的合意が成立し、利他主

義や連帯感が高揚する。「この意味で、災害は

コミュニティを、破壊するというよりも、創

造する」 (Wegner1978: 34)。行政の機能不全を

補う形で、非制度的な「緊急社会システム」が

自然発生的に創発する。自治体の意思決定機構

も災害復旧に向けて一元化される。しかしその

ような高揚期は長続きしない。ある程度時間が

経つと行政機能が回復し、制度的対応が「緊急

社会システム」に取って代わるようになる。コ

ミュニティの社会意識や諸活動、自治体の行政

業務や対中央政府との関係も次第に日常態に回

帰するようになり、災害過程は収束に向かう。

バートンやウェグナーの研究は従来の対処療

法的な政策科学的研究と一線を画し、災害研究

の社会学への内部化に真正面から取り組んだも

のとして評価されるべきであろう。また、彼ら

が構築した社会変動論の理論枠組は現在でも災

害社会学の分野で広く共有されており、経験的
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調査を行う際の一般的指針としても大いに役立

つものである。特に、「緊急社会システム」や

「利他的コミュニティ」の概念は、その後の災

害調査研究の中心テーマとされ、それに関する

実証的知見が豊富に蓄積されていることは周知

の通りである。

しかしながら、以下の点は問題にされるべき

である。

第 1に、「何のための社会変動研究なのか」

が不明確なことである。彼らの研究は、災害の

発生によって繰り返し観察される諸事象を経験

的一般化のレベルで命題化するにとどまってお

り、「どうしてそうなっているのか」、「これか

らどうすればよいのか」といった問いは禁欲さ

れがちである。そのため、例えばバートンが提

示した分析図式にしても、厳密な命題に細分化

すればするほど、全体として何が言いたいのか

が不明確になる印象を受ける。誤解がないよう

に付け加えておくと、経験的一般化そのものが

問題であるわけではない。それは、災害変動を

研究する際の必要条件ではあっても、決して十

分条件ではないということである。

第2に、災害の社会変動論には「正常性への

回帰 (resumptionof normalcy)」(Drabek1986)と
もいうべき背後仮説が色濃く投影されているこ

とである。つまり、災害発生前の平時が一種

の社会的均衡状態（「正常性」）として仮定され、

災害発生後の社会変動はそのような「正常」状

態への回帰という形で一般化されがちである。

しかしこのような想定は、論理的にも倫理的に

も問題を含んでいる（長田 1999)。論理的には、

長田が指摘するように、循環論的変動論に陥る

難がある。つまり、変動が、平時→危機→平時

という循環的なサイクルにすぎないのなら、論

理的に考えて、社会に変動は起こらないことに

なる。（いつまで経っても前災害期のまま）。言

い換えるなら、平時の社会状態そのものの趨

勢的変動は不問に付されることになる。また、

そもそも平時を「正常」ととらえてよいものか、

という問題もある。この点に関し、ヒューイッ

トやオリバー・スミスはそのような想定自体が

現状肯定的なイデオロギーに他ならないと批判

している (Hewitt1998;0liver-Smith 1998)。

社会変動論的アプローチの以上のような問題

点は、研究視野をコミュニティ内部での災害現

象に限定し、「科学的」な中範囲理論の構築を

目指した代償として、災害以外の社会的諸情勢

やコミュニティの外側で進行している政治経済

的諸事象を適切に視野におさめることができな

かったことに起因するように思われる。それは

当時支配的であった構造・機能主義パラダイム

の間題点とも通底するものである。その後、災

害社会学的研究の主流は災害過程に関する仮説

検証や法則定立を目指す社会変動論から、次に

みる脆弱性アプローチヘと転換していくことに

なるが、それにはそれなりの必然性があったと

みるべきであろう 3)。

3. 社会的脆弱性アプローチ

災害社会学における「脆弱性アプローチ」と

は、災害過程の記述や法則定立よりも、災害過

程の分析を通して平時の社会システムが内包し

ている矛盾や間題点を析出することに主眼を置

く研究スタンスのことである。このような視点

の有効性は、野田が適切に指摘しているよう

に、災害法制における災害認識と対照させると

明らかである。「現行の防災対策では、起きて

しまった災害という困難な状況を所与として、

それに対する対策の有効性、効率性ばかりに関

心が向かっている。逆に言うと、災害を引き起

こす社会側の脆弱性には目が向けられない」（野

田1997)4)。

アメリカの災害社会学で社会的脆弱性という

概念が市民権を得るようになったのは、ペラン

ダの業績に負うところが大きい。ペランダは災

害に対する社会の脆弱性を、防災技術面での脆

弱性（「特殊的脆弱性」）、生活構造レベルでの

脆弱性（「類型的脆弱性」）、全体社会レベルで

の脆弱性（「一般的脆弱性」）の3つの側面に区

分し、それらの相互連関を理論的に図式化して

いる (Pelanda1981)。しかし日本では、それ以

前から、高度成長期の急激な都市化を背後認識

とした都市災害の研究が主に工学系の研究者の

手によってそれなりに蓄積されており、そこで
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問題にされている論点はペランダの議論と重な

る部分が多い。日本の災害社会学における脆弱

性アプローチはこれら国内外の研究成果を独自

に摂取、統合したものであり、またそれは大き

く2つの潮流に分岐していると考えられる。

1つは、組織・情報論的なアプローチである。

災害発生時には災害情報の需要が急増する一方

で、情報供給能力は著しく低下し、情報の需給

関係に極端なアンバランスが生じやすい。その

ようなジレンマの実態把握や対策を、組織の情

報伝達体制の面に着目した観点から究明するこ

とが狙いとされている。災害発生直後の短期的

な局面、特に「緊急社会システム」に関する分

析が多い。代表的な論者として、広井脩、山本

康正、野田隆らが挙げられる。この種の研究に

は抽象的な理論的議論も少なくないが、「コン

ピュータと通信が融合して、複雑な情報システ

ムが形成されている高度情報社会は、いったん

異常が発生するときわめて脆弱」（広井 1991: 

56)という現実認識が背後に置かれているとい

えるだろう。そこでの研究成果は行政の実務的

な防災対策に資するところが多い。

もう 1つは、都市化と災害の関連に焦点を置

いた研究の展開であり、災害の都市社会学的

アプローチともいえるものである。秋元律郎

を中心とした早稲田大学の研究グループによ

る研究が代表的である（秋元編 1982, 安倍・秋

元編 1982, 早稲田大学社会科学研究所 1984,

1986)。このアプローチの特徴は、災害過程の

分析の前提として、都市の物理特性や地域社会

構造の分析が重視される点にある。分析の時間

的スパンは比較的長期に渡る場合が多い。この

都市社会学的アプローチも防災社会学的な志向

をもつが、それに加えて、災害過程の分析を通

して「それまで見えなかった」地域の姿を描き

出そうとする、都市社会論的な性格（田中がい

う「狭義の災害社会学」）も胚胎させている点が

特徴的である。

本稿の趣旨から、以下では、後者の都市社会

学的なアプローチに注目し、都市の脆弱性に関

して蓄積されてきた諸知見を、 (1)災害の発生

機構、 (2)被害の発現形態、 (3)社会的防災力、

の3つの側面に区分して整理しておく。

災害の発生機構 まず、都市化のプロセス

そのものが災害（特に都市水害）を誘発する側

面をもつ。このことは比較的早い段階から主

に工学系の研究者によって問題にされてきた。

例えば高橋は、 1958年の狩野川台風以降、「山

手水害」の被害区域が拡大するようになったこ．

と、その主因がこの時期から急激に進んだ山手

方面の宅地開発にあることを実証的に明らかに

し、都市化に伴う災害の変容を論じている。そ

れは、例えば、もともと水田や山林であった土

地が宅地に転用されることで土地の保水・治水

機能が低下し、雨水の流出や士石流の発生が促

されたり、急激に宅地開発が進められた地域で

は排水・遊水施設や砂防・治山施設の整備が不

十分である場合が多く、そのことが被害発生の

引き金になるといった事態のことである。ある

いは市街地においても、水需要の増加に伴う地

盤沈下の影響などから内水被害が常襲化すると

いったようなそれまでには見られなかったタイ

プの災害が散見されるようになった（佐藤・奥

田・高橋 1964;高橋 1971, 1973)。都市化や開

発といった人為的要因によって災害が創出さ

れ、被害が拡大する側面があるわけであり、そ

のような意味での都市の脆弱性が指摘できる。

なお、この点への反省から後に実施されること

になる宅地造成法を始めとした一連の開発規制

も、実効性の面で多くの問題点が指摘されてい

る5)0 

被害の発現形態 災害による被害の立ち現

れ方の面でも都市は脆弱である。それは通常、

「都市災害の連鎖性と複合性」といった言葉で

表現され、早くからその問題点が指摘されてき

た（高橋 1973;中野 1973)。秋元 (1983)や野田

(1997)による整理を援用するなら、都市的環

境には、 (1)人口の集中、建造物の密集性や高

層化による破壊効率の高さ、 (2)周辺地域に対

する支配的・統合的性格からくる波及作用の大

きさ、 (3)ライフラインに対する生活体系の依

存度の高さ、といった特徴があり、それゆえ災
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害による被害は連鎖的、複合的に拡大していく

傾向がある。特に近年では、阪神大震災によっ

てこの面での都市の脆弱性が浮き彫りになった

といえる。都市の結節機関性や施設・建造物の

密集性が、被害の大規模化を人為的に誘発する

面があるという指摘である[

近年では、階層的要因と被害の関係に関する

関心も高まりつつある。居住地の土地自然条件

面での安全性は、一般的に「地価」を介して居

住者の社会経済条件と結びつくため、災害の

リスクは低階層の人たちに集中する傾向があ

る（松田 1999)。災害時の避難行動や避難所生

活においても、高齢者層などの社会的弱者が直

面するリスクは相対的に大きい（早稲田大学社

会科学研究所 1994)。また、災害は平常時には

表面化しにくい地域内の階層格差を明るみにだ

す場合がある。宮原・森 (1998)は阪神大震災

における芦屋市での被害調在をもとにこのこと

を実証的に明らかにした。「それなりの生活」

が大多数の人々の間で共有されているならば、

人々の間に存在する生活機会の差は平時には潜

在化しがちだが、災害時においてはそのような

生活機会の差が被害の度合いや被災後の生活再

建条件の面での格差として顕在化する傾向があ

る（高坂• 石田 2005)。

社会的防災力 現代都市は災害に対する社会

的対応力の面でも脆弱である。この点に関し、

キーとなる社会学的概念は「都市的生活様式」

である。倉沢は地域問題の処理様式に着目した

観点から、都市生活の現代的特質を、住民の生

活様式の個別化→共同的な問題解決力の低下→

行政・専門機関への依存深化、といった形で定

式化した。都市的生活様式とは、都市住民のそ

のような個別化した生活様式と、専門機関によ

る生活問題の処理様式の組み合わせに言及する

概念である（倉沢 1987)。災害はそのような生

活様式の脆さを浮き彫りにする一面をもつ。

浦野によれば、生活様式の個別化や人口移動

（日常的移動を含めた）の激しさは、災害に対

する自主的対応能力の減退をもたらす。そのた

め、行政・専門機関が果たす役割への期待が高

まるが、行政による専門処理システムは、①そ

れが財政上の事情から安全性や自然生態系より

も経済的効率性を重視する傾向があること、②

管理・運営様式における職務の専門分化（「タテ

割り」）、前例主義、手続き拘束性といった組織

的特質が、災害といった突発的事態への対応に

おいて大きな限界を有していること、③防災に

関して行政・専門機関が呆たす役割が増えるほ

ど、都市住民の防災に対する主体的関心は希

薄化していくという悪循環が見られがちなこ

と、等の問題点がある（浦野 1982)。特に、③

の点は「災害下位文化」をめぐるジレンマとし

て災害社会学の重要な研究テーマとされ、実

証的な研究成果が残されている (Hannibaland 

Kueneman 1978; 田中 1986)。

以上みてきた社会的脆弱性アプローチは、災

害社会学的研究の理論パラダイムの中で最良の

ものであると考える。

このアプローチのすぐれている点は、第 1

に、それが経済効率性に偏った近代都市の設計

理念や存立条件に、自然環境的制約という面か

ら根本的な見直しを迫る契機を宿している点に

ある。このような認識視角は、防災研究にとっ

ても、一般的な都市社会学的研究にとっても、

有意義なものである。それは、事後対策を基調

とした既存の防災法制の枠を超えて、土地利用

を視野に入れた都市計画のレベルでより根本的

に防災を講ずる必要性を示唆し、防災に関する

議論の射程を技術的対策論から広く社会設計論

へと広げる可能性を有しているといえる。

第2に、このアプローチは、防災を研究目的

とするだけでなく、脆弱性という観点から都市

の構造を再点検しようとする志向性を有してお

り、その点で都市社会学的研究の発展にも寄与

するものである。つまり、災害は平時には潜在

化しがちな現代都市の矛盾や問題点を鋭く顕在

化させる一面をもち、平時を前提に考案された

社会学の概念や理論枠組を発展的に脱構築する

可能性を有している。先にみた宮原・森の研究

はその一例である 7)。その意味で、「都市構造

という観点から、都市災害を分析していくこと
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は、災害研究だけでなく都市研究という面から

みても非常に重要」（浦野1984)なのである。

なお、上述した都市の脆弱性の3つの側面は

災害研究の焦点としていずれも重要であるが、

最初に挙げた災害の発生機構に関する社会学的

な研究は他に比べると蓄積が少ない。日本の災

害社会学が対象とする災害は偶発性が強い震災

に偏る傾向があり 8)、そのため脆弱性の研究も

災害の帰結面における脆弱性に主眼が置かれて

きたといえるだろう。しかし、開発と災害とい

う観点は、日常性を視野に入れた災害研究を発

展させる上できわめて重要である。この点は災

害の社会学的研究の課題とされるべきである。

特に近年では災害の発生機構として、従来の都

市化や開発に加えて、地球温暖化の影響も無視

できなくなっており、環境社会学的な問題意識

をもった災害研究がこれまで以上に求められて

いるといえるだろう 9)。

4. 復興・防災のまちづくり論

復興・防災のまちづくり論は、防災研究と都

市社会研究が交差する研究領域である。それが

防災研究と区別されるのは、研究の焦点が防災

のための技術的対策ではなく、防災以外の既存

の地域課題も視野に入れたまちづくりに置かれ

ている点である。また、それが通常の都市社会

研究と区別されるのは、それがより明確な実践

的、政策論的志向性をもち、まちづくりの指針

として復興・防災が中心に据えられている点で

ある。いわば、まちづくりへの実践的志向に

立って「災害を人々の日常生活の全体性のなか

で研究する」（田中 2001)研究とでもいえるだ

ろう。

復興や防災を旨とした法制度やそれと関連す

る事業、取り組みにはそれなりの歴史的蓄積が

あり、幾つかの系譜に分けて捉えることができ

るが（横田・浦野 2006)、大勢としてみればそ

れらは行政主導のハード整備事業を基調とする

場合が多く、災害社会学や都市社会学の研究

テーマとされることはほとんどなかった。災害

問題が「まちづくり」との関連で自龍的にテー

マ化されるようになるのは阪神大震災以降であ

る。ただ、それらの研究成果の多くはモノグラ

フであるため、以下ではその中の幾つかの事例

を検討することを通して、そこから浮かび上

がってきた一般的論点を提示しておきたい。

神戸市長田区御菅地区は住商工混在型のインナー

シティである。狭い住宅や借家が密集した劣悪な居

住環境で、士地・建物の権利関係も複雑であった。

1970年代から神戸市では郊外開発が進み、その影響

でインナーエリアでは人口流出、高齢化、地場産業

の不振が深刻化する。市もそれへの政策的対応を余

儀なくされ、どちらかといえば行政主導のもとで地

域施設建設型の各種まちづくり活動が着手された。

震災後、御菅地区は土地区画整理事業区域の指定

を受けると同時に、被災前の活動経験を基盤にまち

づくり協議会を結成する。当初、まち協は地区の全

住民を対象とした公営住宅の共同再建プロジェクト

を、コンサルタントやボランティアの力を借りつつ、

独自に練り上げ、要望書として市に提出する。しか

し住民の生活再建条件は多様であり、その条件に応

じて住民の間に地区に戻る層、戻らない層、戻りた

くても戻れない層といった「層」が顕在化することに

なる。また、多数の地権者の士地を寄せ集めて集合

住宅の建設地を確保する土地区画整理事業のしくみ

は、もとより土地の権利関係が複雑であったことも

あり、膨大な量の権利調整を必要とし、住民間の合

意形成は難航する。それに対し、都市計画局は既存

の制度的手続きの迅速な履行を重視し、「旱く人数を

確定してくれないと換地設計が進まずほかの地権者

が迷惑だ」とプレッシャーをかける。結果的に、共同

再建プロジェクトは対象を地権者に限定する形に規

模が縮小され、借家層（主に高齢者層）はその事業案

からこぽれ落ちていく（木村・浦野1999)。

淡路島の北淡町富島地区は、震災の震源となった

野島断層の所在地として有名な地域である。もとも

と農•水産業を主産業としていたが、明石大橋や淡

路縦貰道路の開通を背景にリゾート開発が進むこと

が予測されており、町はそれを見越して震災前から

総合的基盤整備のための都市計画区域指定の必要性

を打ち出していた。震災で富島では甚大な建物被害

が発生するが、地域の地縁的、血縁的基盤がしっか
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りしていたため被災直後の救援活動はスムーズに進

められた。しかしその後、富島の災害復興に向けた

取り組みは混迷を深めていく。

町は震災後、当初の予定よりも 2ヶ月早く都市計

画区域指定を告示し、同時に富島での土地区画整理

事業を決断する。町のそのような急ピッチの決断は

震災前からの開発構想と無関係ではなく、後に発表

される事業案はそのことを色濃く反映するものだっ

た。復興協議会も結成されはするが、住民に計画決

定の権限を与えるものではなく、町の事業計画に対

する住民の意見を聴取する仕組みにすぎなかったた

め、一部の住民は反発し、対抗運動を起こすにいた

る。またその運動の中で、反対派住民は区画整理事

業案だけでなく、震災前に行政が描いていたシナリ

オそのものに対する疑念を深めていく。復興の将来

ビジョンをめぐって賛成派一反対派の住民間の対

立、町当局との対立という膠着状態が続く中、既存

の事業計画制度枠内の細部において妥協・調整が図

られ、形式的には事業は計画通り進展していく（浦野

1999)。

災害からの復興の局面に関し、事例分析から

一般化できる論点として以下のようなことが挙

げられよう。

第1に、住民参加の間題である。近年、住民

参加の制度や手法がこれまでになく多様化しつ

つあるが、平時にはそれらの意義や限界はいま

一つ見えにくく、またそのことが意識的に問わ

れることも少ない。しかし復興まちづくり事業

においては、この点に関する現行の法制度的な

仕組みの是非が、緊急時の時間的制約の中で真

摯に問い直されることになったといえる。

第2に、住民参加をめぐる争点の内容の多く

は土地利用の問題に関わっていた。土地の所

有• 利用に関わる法制度や政治的利害関係、あ

るいは土地に対する愛着や心象風景等々、これ

らは日常時に対自化されることはあまりない

が、災害後の復興局面において鋭く顕在化し、

かつそれに対する地域的な意思決定が迫られ

る。特にその際、被災者の生活再建の論理と都

市計画の論理（特に「成長主義」的な開発路線）

が対立する局面が重要な研究テーマとされたと

いえる10)。

第3に、社会階層の問題である。住民と行政

のそのような利害調整や合意の形成過程におい

て住民の階層的条件やそれに関連する利害関係

が顕在化し、それが間題解決の動向に複雑に絡

み合うことになった。特に阪神・淡路大震災の

場合、地権者か否かという住宅・土地の所有区

分が、共同的な住宅再建事業の推移を占う上で

重要な意味をもった。

特に、 2番目に挙げた士地利用という論点は

既存の都市社会学的研究の盲点を突くものとい

えるだろう。なぜなら、土地利用をめぐる諸問

題は災害後の異常事態において先鋭化するもの

であるが、平時のまちづくりにおいても基底に

存在するものであり、にもかかわらず、これま

で都市社会学の研究は社会関係論的な側面に偏

る傾向があり、土地・空間に関連する問題へ

の関心が希薄であったためである（韮野2004)。

この点への反省に立って、近年、都市のフィジ

カル・プランニングに着目した観点からコミュ

ニティ論の分析枠組を見直そうとする試み（清

水 1998,2006)がでてきていることは注目に値

する。最近では都心再開発や地方分権改革と

いった一連の制度改革の動向との関わりでも都

市の物理的側面に対する社会学的関心が高まっ

てきており（田中 2005;森反 2006)、これらの

点を意識的にテーマ化することも、災害研究の

都市社会学への内部化を進める上で戦略的に重

要であろう。

防災をノルムとしたまちづくりに関する研究

では、倉田の研究が代表的である。倉田は、震

災後の神戸市の自主防災に向けた取り組みが、

震災前から行われてきたコミュニティ行政や小

地域福祉活動を基盤として組織化されていった

経緯を明らかにしている（倉田 1999)。防災を、

防災以外の分野のまちづくり活動一神戸の場合

は地域福祉ーと連続的に捉え、日常的な基盤を

もった防災コミュニティ構築の条件が探られて

いるといえる。また、大矢根は阪神・淡路大震

災後の東京都における都市計画事業の分析を踏

まえ、そこにおいて防災の理念が故意に曲解さ

れて従前からの都心再開発事業に接続され、新
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自由主義的な「都市再生」政策（規制緩和を後ろ

楯とした老朽家屋のクリアランス、高層建築物

への建て替えによる不動産市場の活性化、ジェ

ントリフィケーションの促進）の大義名分とさ

れる危険が生じてきていることを指摘している

（大矢根2005, 2006)。

復興・防災のまちづくり論がもつ、防災を広

くまちづくりの問題として捉えようとする志向

性は災害社会学、都市社会学双方にとって有意

義なものである。しかし、以下の点については

疑問が残る。それは、まちづくりを論ずる前提

として、当該地域の社会構造がきちんと分析さ

れてきたか、という点である。もちろん、上述

の諸研究ではほとんど例外なく対象地の地域特

性についてそれなりに目配りが行われてはい

る。しかしそれは多くの場合、与件としての位

置づけにとどまっているようにみえる。そのた

め、復興・防災のまちづくりは、地域社会論と

いうよりは実質的には住民運動論のレベルで論

じられ、あえて地域に言及することの意味が不

明確な印象を受けるのである。都市の「構造」

は都市社会学の中心的な研究主題であり、それ

を分析するための方法論的な道具立てがそれな

りに蓄積されてきた11)。復興・防災のまちづく

り論では、それらの道具立てがいま一つ有効に

は活用されてこなかったように思う。まちづく

りの構造的脈絡をより深く掘り下げることが復

興・防災のまちづくり論の課題であり、そのた

めには都市社会学の分析枠組の適用がもっと意

識的に追及されるべきでではないか。

5. まとめに代えて

これまでの議論を概括しておこう。

社会変動論的研究は、災害過程を長期のスパ

ンで捉える必要性やそのための分析図式を提示

傾向があり、日常的な社会変動やそれを規定す

るマクロな政治経済的諸事象に対する分析視角

が研究枠組の中に適切には組み込まれていな

い。

災害に対する都市の脆弱性研究については、

それを災害の発生機構、被害の発現形態、社会

的対応力の3つの側面に区分して整理した。こ

れらはいずれも、防災研究の面で有益であるの

みならず、自然環境への適応能力という観点か

ら現代都市の設計理念や存立条件を根本的に問

い質す契機を宿している点で、都市社会学的に

も重要である。なお、災害の発生機構を都市化

や開発との関わりで捉えようとする研究は、環

境問題との接合や日常生活を視野に人れた災害

研究を発展させる上で重要であるが、これまで

は工学系の研究者によって着手される場合が多

く、社会学的な研究は立遅れている。

復興・防災のまちづくり論は、まちづくりの

基盤として土地利用をめぐる問題の重要性を浮

上させた。土地・空間は、災害復興の局面だけ

でなく、平時の都市社会学的研究においても璽

要性をもつ論点として見直されるべきである。

また、防災の問題を防災技術や既存の法制度的

対策の枠組に限定せず、まちづくりという主体

的、包括的な観点から捉える視点は、防災研究

にとって意味あることである。しかし、まちづ

くりの前提となる、地域の社会構造や社会的世

界に関する実態把握が適切に行われてきたとは

いえない。

先行研究が残した諸成果を継承するととも

に、その課題とされるべき点を実証的な事例研

究を通して克服することを目指し、災害研究の

都市社会学的な裾野を広げることが今後の研究

課題である12)0 

した点で、一定の学史的意義をもつものであ 注

る。しかしながら、これらの研究では災害過程 1)本稿で問題とする災害は自然災害である。災害

の一般的なパタンの提示やその経験的検証が主 社会学における災害の概念には自然災害のほかに

眼とされており、災害を通して平時の社会の仕 労災や戦争といった人為的災害も含まれ、とりわ

組みを批判的に問い直そうとする志向性は希薄 け環境問題が普遍化しつつある近年では災害概念

である。また、社会の変動そのものも平時と危 の外延は拡大する傾向にあるが (Quarantelli1998)、

機の二分法に立脚した循環論として捉えられる 本稿では、特に断りがない限り、災害は自然災害
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の意味で用いている。

2)田中 (2001)、長田 (1999)、辻 (1998, 1999)など

を参照のこと。

3)災害社会学における社会変動論的研究と社会的

脆弱性研究は不可分の関係にあるべきと考えるが、

学史的な系譜は異なっている。このことについて

は後年バートン自身が、 1960年代の自分の研究に

は災害に対する社会の脆弱性といった問題意識は

希薄であったことを述懐している (Barton2005 : 

132)。

4)災害対策基本法では、災害はもっぱら天災と規定

されており（第二条）、災害の人為的発生因に対す

る認識はきわめて希薄である。そのため、その内

容は災害発生時における応急的、対処療法的な事

後対策が大部分を占める。

5)例えば、渡辺 (1971)などを参照のこと。

6)経済や金融ネットワークのグローバル化が著し

い近年では、災害の被害も国境を超えて世界中に

波及することが懸念されている（内閣府 2003)。な

お、この点に関する防災行政の課題として、中

林 (1999)は自治体間の広域連携を視野に入れた

総合防災計画の策定が急務としている。また宮川

(1981)や大西・鈴木 (1999)は一極集中型の国士構

造の危険性を警告し、中枢管理機能の多極分散化

を説いている。

7)同様の含意をもった研究として、他にも、災害時

の高齢者の立場からコミュニティの意義と機能の

再検討を試みた横田の研究（横田 1999)、被災者の

生活再建状況に着目した観点から既存の労働社会

学における職業カテゴリーの再考を試みた辻の研

究（辻2001)、等を挙げることができる。

8)社会学文献情報データベースで検出された、「災

害」をキーワードとした研究を、タイトルから判

別できる限りで分類してみると、研究対象とされ

ている災害は、震災が84、火山災害が25、水害が6

であった。また、震災研究における震災の7割は阪

神・淡路大震災が占めており、わが国の災害社会

学的研究の半分は阪神・淡路大震災に関連した研

究であることがわかる。

9)温暖化と災害の関係に関する、社会学の立場から

の数少ない発言として、大矢根 (2005)を参照のこ

と。なお、災害と開発の関係については近年ペリ

ングらが精力的な研究を展開しており注目される

(Pelling 2003)。

10)被災者の生活再建と成長型都市計画の確執につい

ては広原盛明の一連の研究（広原 1996, 2001)を参

照のこと。また、大矢根は災害調査史の研究を通

してこの点について論及している（大矢根 1991)。

11)都市社会学の方法論については玉野 (1998)など

を参照のこと。

12)本稿は、箪者が現在行っている都市水害調壺

(「2003年7月九州水害に関する都市一環境社会学

的研究」）の分析枠組をなすものである。
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